
科学研究費助成事業（科研費）について

参考資料３



科研費とは、人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆ
る「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的とする「競争的資
金」であり、ピアレビュー（※）により、豊かな社会発展の基盤となる独創的・先駆的な研究に対する助
成を行うもの。
※研究者コミュニティによって選ばれている研究者が、科学者としての良心に基づき、個々の研究の学術的価値を相互に評価・審査し合うこと

（ポイント１）
○ 人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野が対象。
○ あらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的とする競争的資金。

《ボトムアップ型研究費》
全ての研究活動の基盤となる「学術研究」を幅広く支援する我が国唯一の競争的研究費。

（ポイント２）

○ ピアレビューにより、助成対象を選定。

科研費は、研究者コミュニティから最も評価されている制度と言っても過言ではなく、 その信頼性を支える

重要な要素は、半世紀にわたって不断の改善が図られてきたピアレビューの審査システム。

（H29年１月科学技術・学術審議会学術分科会提言より）

（ポイント３）
○ 豊かな社会発展の基盤となる独創的・先駆的な研究に対し助成。

科学の発展の種をまき芽を育てることで、我が国の重厚な知的蓄積の形成、イノベーションによる新たな
産業の創出や安全で豊かな国民生活の実現に貢献。

科学研究費助成事業（科研費）とは
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研究の性格

資金の性格

研究者の自由な発想に基づく研究
（学術研究）

【curiosity-driven research】

政策課題対応型研究開発
【mission-oriented research】

科研費による研究の推進

府省がそれぞれ定める
目的のための公募型研究

の実施

政府主導の国家プロジェクトや
研究開発法人等における
戦略的な研究開発の推進

大学・大学共同利用機関等

における研究の推進

競争的資金等
（公募・審査による

課題選定）

基盤的研究費等

（運営費交付金等）

科研費の位置付け

2

〇科研費は、研究者の自由な発想に基づく研究を支援する我が国唯一の競争的研究費。



○ 本資料は、「学術研究の総合的な推進方策について（最終報告）」（平成27年１月27日 科学技術・学術審議会学術分科会）等で示
された研究の分類に、文部科学省の競争的資金について試案としてプロットしたもの。各資金名を示した角丸四角形は、各資金がカ
バーする主要な研究領域の範囲を概念的に示したものであり、ある座標において採択額・件数の多寡を表現しているものではない。
※区分内における上下の位置は、「政策的要請」又は「研究者の内在的動機」の要素の強弱を示すものではない。
※事業名下側の【】内は配分機関名を示す。

基礎研究 応用研究 開発研究

研
究
者
の
内
在
的
動
機

政
策
的
要
請

研
究
の
契
機

知識の発見 社会実装

研究の性格

要
請
研
究

戦
略
研
究

学
術
研
究

科学研究費助成事業
【文科省, JSPS】

戦略的創造研究推進事業
【JST等】

研究成果展開事業
【JST等】

国家課題対応型研究開発推進事業
【文科省, AMED】

国際科学技術共同研究推進事業
【JST等】

（注）一部は戦略研究の性格を
有するものもある。

出典：研究成果の持続的創出に向けた競争的研究費改革について（中間取りまとめ）
平成27年6月24日 競争的研究費改革に関する検討会

（略称）AMED：国立研究開発法人日本医療研究開発機構 JSPS：独立行政法人日本学術振興会
JST：国立研究開発法人科学技術振興機構 文科省：文部科学省

研究費マップ
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科学研究費助成事業（科研費）の概要

◇ 科学研究費助成事業（科研費）は、科学の全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」（大学等の研究者の自由

な発想に基づく研究）を対象とする唯一の競争的資金

◇ 大学等の研究者に対し広く公募の上、応募課題について複数の研究者（７，０００人以上）が審査するピアレビュー（研究者コミュニティ

自らが選ぶ研究者による審査）により厳正に審査を行い、研究費を支給

◇ 予算規模は２，３７７億円（令和３年度予算案）

◇ 科研費全体で ・ 新規応募約１０万件に対し、採択は約２．９万件

・ 継続課題と併せて、年間約８．３万件の研究課題を支援（令和２年度）
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科学研究費助成事業（科研費）
事業概要

○ 人文学・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用までの
あらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させる
ことを目的とする「競争的資金」

○ 大学等の研究者に対して広く公募の上、複数の研究者(7,000人以上)が応募
課題を審査するピアレビューにより、厳正に審査を行い、豊かな社会発展の基盤と
なる独創的・先駆的な研究に対して研究費を助成

○ 第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３～７年度）に向け、「科研
費改革2018」等を踏まえた更なる制度の改善・充実

○ 科研費の配分実績（令和元年度）
・応募約10万件に対し、新規採択は約2.9万件
・継続課題と合わせて、年間約7.9万件の研究課題を支援

令和3年度予算額(案) 237,650百万円
(前年度予算額 237,350百万円)
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億円 科研費の予算額の推移

年度
（案）（注）科研費の「基金」の予算額には、採択課題の研究期間全体の配分予定額を含む

(補正50億
を含む)

基金の導入

（令和３年度予算案のイメージ）
令和3年度事業の骨子
1.研究成果の切れ目ない創出に向けた多様かつ継続的な研究活動

の支援の実現

3.研究環境の変化に柔軟に対応できる基金の充実

【参考:統合イノベーション戦略2020（令和2年7月17日閣議決定）における主な記述】

・若手研究者への重点支援と、中堅・シニア、基礎から応用・実用化までの切れ目ない支援の充実
に向け、競争的研究費の一体的見直しについて検討を行う。

・新興・融合領域への挑戦、海外挑戦の促進、国際共同研究の強化へ向けた科学研究費助成事
業等の競争的研究費の充実・改善を行う。

○「若手研究」等による支援を受けた優れた研究者が、切れ目なく研究費の支
援を受け、実力ある中堅・シニア研究者にステップアップするため、「基盤研
究(A)(B)」を拡充。

○研究の進展に応じ、柔軟に研究計画を見直しながら研究活動を継続でき
る基金化を引き続き推進（国際共同研究強化（Ｂ））。

2.新興・融合領域の強化

○これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを志向する「挑戦
的研究（開拓・萌芽）」を拡充。

○次代の学術を担う研究者のリーダーシップの下、萌芽的段階にある新興・融
合領域の開拓を目指す「学術変革領域研究（Ｂ）」を拡充。
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【～500万円、2～５年】【～300万円、～2年】

「帰国発展研究」
【～5,000万円、～3年】

「国際共同研究強化
(A)」
【～1,200万円、～3年】

「国際共同研究強化
(B)」
【～2,000万円、3～6年】

「基盤研究」
種目群

「基盤研究」
種目群

「学術変革研究」
種目群

「学術変革研究」
種目群

特別推進研究

基盤研究(S)
【5,000万円～2億円、5年】

基盤研究(A)
【2,000～5,000万円、3～5年】

基盤研究(B)
【500～2,000万円、3～5年】

基盤研究(C)
【～500万円、3～5年】

「若手研究」種目群「若手研究」種目群

学術変革領域研究(A)
【5,000万円～3億円／年、5年】

学術変革領域研究(B)
【～5,000万円／年、3年】

挑戦的研究(開拓)
【500～2,000万円、3～6年】

挑戦的研究(萌芽)
【～500万円、2～3年】

「国際共同研究
加速基金」

「国際共同研究
加速基金」

研究活動スタート支援 若手研究

【～5億円、3～5年】

一定条件の下、
重複応募可

※赤枠で囲まれた種目は基金化種目

科研費の各研究種目の役割及び全体構成等

原則重複
応募・
受給可

6



学術変革領域研究（A）の研究領域構成のイメージ 学術変革領域研究（B）の研究領域構成のイメージ

〔総括班〕
「研究代表者」＝領域代表者

〔計画研究〕

〔公募研究〕

(1-1) 次代の学術の担い手となる研究者（45歳以下の研究
者）を研究代表者とする計画研究（総括班を除く）が
複数含まれること

(1-2) 公募研究の総採択件数の半数程度が若手研究者（博
士の学位を取得後８年未満又は39歳以下の博士の学位
を未取得の研究者）となるよう若手研究者を積極的に採択

(2) 5,000万円～３億円程度（１研究領域／年）
※ 真に必要な場合は応募上限額を超える申請も可能

(3) ５年間

（1）領域構成

（2）応募金額

（3）研究期間

(1-1) 次代の学術の担い手となる研究者（45歳以下の研究
者）を領域代表者とすること

(1-2) 計画研究は4課題程度とし、次代の学術の担い手となる研
究者を研究代表者とする計画研究（総括班を除く）が複数
含まれること

(1-3) 公募研究は設けない
(2) 5,000万円まで（１研究領域／年）

(3) 3年間

(39歳以下等)

(45歳以下)

多様な研究者の共創と融合により提案された研究領域において、これまでの学
術の体系や方向を大きく変革・転換させることを先導するとともに、我が国の学術
水準の向上・強化や若手研究者の育成につながる研究領域の創成を目指し、
共同研究や設備の共用化等の取組を通じて提案研究領域を発展させる研究。

次代の学術の担い手となる研究者による少数・小規模の研究グループ（３～４グループ程
度）が提案する研究領域において、より挑戦的かつ萌芽的な研究に取り組むことで、これまでの
学術の体系や方向を大きく変革・転換することを先導するとともに、我が国の学術水準の向上・
強化につながる研究領域の創成を目指し、将来の（Ａ）への展開などが期待される研究。

同一の研究者

（設けない）

同一の研究者

「学術変革領域研究」について
「学術変革領域研究」は、次代の学術の担い手となる研究者の参画を得つつ、多様な研究グループによる有機的な連携の下、様々な
視点から、これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを先導することなどを目的として令和２年度に新たに創設。

(45歳以下)

(45歳以下)
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（※） “若手研究者”については、平成28、29年度は39歳以下の研究者を計上。平成30
年度以降は、応募資格の変更に伴い「若手研究」の応募・採択者は若手研究者と
して計上するとともに、「若手研究」以外の種目は39歳以下の研究者を計上。

35.5%

38.8%

40.3%

31.1%

32.4%

30.3%

25%

30%

35%

40%

45%

平成28年度 平成30年度 令和2年度

4.4ポイント

6.5ポイント

全採択件数に占める
若手研究者採択割合

全応募件数に占める
若手研究者応募割合

10.0ポイント

「統合イノベーション戦略2020」に掲げられた「2023年度までに科研費における採択件数に占める若手研究者の比率が、応募件
数に占める若手研究者の比率を 10ポイント以上上回る」目標達成に向けて、若手研究者への支援の重点的な強化を着実に実行

【参考】 基盤種目の若手採択状況（過去3年平均）

科研費における若手研究者への支援の重点的な強化

配分実績
（件）

平成28年度 平成30年度 令和2年度

応募件数 採択件数 応募件数 採択件数 応募件数 採択件数

若手研究者
（※） 31,467 9,481 33,538 10,019 31,608 11,515

非若手研究
者

69,767 17,195 70,134 15,777 72,551 17,055

合計（全体） 101,234 26,676 103,672 25,796 104,159 28,570

種目
応募 採択

採択率
件数 件数

基盤研究 39歳以下 93 24 25.8%

（Ａ） 全体 2,462 607 24.7%

基盤研究 39歳以下 1,609 497 30.9%

（Ｂ） 全体 11,724 3,228 27.5%

基盤研究 39歳以下 4,573 1,839 40.2%

（Ｃ） 全体 44,764 12,623 28.2% 8



文科省HP掲載箇所 http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1362786.htm

「科学研究費助成事業の審査システム改革について」（平成２９年１月１７日科学技術・学術審議会学術分科会）

従来の審査システム（平成29年度助成） 新たな審査区分と審査方式による公募・審査 ～平成30年度助成（平成29年9月公募）～

「総合審査」方式－より多角的に－

個別の小区分にとらわれることなく審査委員全
員が書面審査を行ったうえで、同一の審査委員
が幅広い視点から合議により審査。

※基盤研究（Ｓ）については、「審査意見書」を活用。

・特定の分野だけでなく関連する分野からみ
て、その提案内容を多角的に見極めること
により、優れた応募研究課題を見出すこと
ができる。

・改善点（審査コメント）をフィードバック
し、研究 計画の見直しをサポート。

最大４００余の細目等で
公募・審査

中区分（６５）で公募・審査
小区分を複数集めた審査区分

小区分（３０６）で公募・審査
これまで醸成されてきた多様な

学術に対応する審査区分

大区分（１１）で公募・審査
中区分を複数集めた審査区分

細目数は３２１、応募件数が最多の
「基盤研究（Ｃ）」はキーワードにより
さらに細分化した４３２の審査区分で審査。

若手研究（Ａ)            
（Ｂ）

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）
（Ｂ）
（Ｃ）

若手研究

基盤研究（Ｂ）
（Ｃ）

基盤研究（Ｓ）

・ほとんどの研究種目で、細目ごとに同様
の審査を実施。

・書面審査と合議審査を異なる審査委員
が実施する２段審査方式。

※「挑戦的萌芽研究」を発展・見直し、平成２９年度公募から新
設した「挑戦的研究」では、「中区分」を使用し、
「総合審査」を先行実施。

「２段階書面審査」方式－より効率的に－

同一の審査委員が電子システム上で２段階に
わたり書面審査を実施し、採否を決定。

・他の審査委員の評価を踏まえ、自身の評
価結果の再検討。

・会議体としての合議審査を実施しないため
審査の効率化。

新
た
な
審
査
シ
ス
テ
ム
へ
移
行

「分科細目表」
を廃止

基盤研究（Ａ）

挑戦的研究

科研費の公募・審査の在り方を抜本的に見直し、
多様かつ独創的な学術研究を振興する

（注）人文社会・理工・生物等の「系」単位で審査を行っている大規模研究種目（「特別推進研究」、「新学術領域研究」）の審査区分は基本的に従来どおり。
審査方式については、当該種目の見直しの進捗を踏まえて逐次改善する予定。

「科研費審査システム改革2018」の概要
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「第6期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月２６日閣議決定）関連部分抜粋

第２章 Society5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

（ｃ）具体的な取組

④ 基礎研究・学術研究の振興
〇学術研究による多様な知の創出・拡大に向け、基盤的経費をはじめとした機関の裁量
で使用で きる財源の確保・充実を図るとともに、研究者のキャリアに応じた独創的、挑
戦的な研究課題を支援する科学研究費助成事業（科研費）について、若手研究者
支援、新興・融合研究や国際化の一層の推進、審査区分の見直しなど制度改善を不
断に進めつつ、新規採択率30％を目指し、確保・充実を図る。
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「第6期科学技術・イノベーション基本計画」（令和３年３月２６日閣議決定）関連部分抜粋②

・科研費において、世界的に注目される国際的なネットワークの中で実施すべき研究の支援及び世界
をリードし得る若手研究者を育成するための取組を一層充実する必要がある。

・コロナ禍における海外渡航の制限により、リモートでの国際共同研究が進むなど、国際共同研究の
在り方も従来とは変わりつつある。様々な形態での国際共同研究に対応し得るよう、ニーズを適切に
捉えて必要な支援を行うことが重要。

「第６期科学技術・イノベーション基本計画に向けた科研費の改善・充実について」（関連部分抜粋）
２．短期的に取組が求められること
(3) 国際共同研究の改善・充実について

「第６期科学技術・イノベーション基本計画」関連部分
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
(1)多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

(a)現状認識
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○国際共著論文数からも、世界の研究ネットワークの中で我が国の地位が相対的に低下し、
国際頭脳循環の流れに出遅れていることが見て取れる。論文など定量的に把握しやすい指
標のみをもって研究力を一面的に判断すべきではないが、このような状況は深刻に受け止め
るべきである。



財政制度等審議会の主張

※財務省 歳出改革部会（令和2年10月26日開催）資料一覧（https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings_sk/material/zaiseisk20201026.html）
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